
(注　　記）

１．重要な会計方針

　(１)引当金の計上基準

　　　　徴収不能引当金

　　　　退職給与引当金

　(２)その他の重要な会計方針

　　　　有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法に基づく原価法である。

　　　　預り金その他の経過項目に係る収支の表示方法

預り金、仮払金、立替金、仮受金に係る収入と支出は、相殺して表示している。

　 教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

補助活動に係る収支は、総額で表示している。

２．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         該当なし

３．減価償却額の累計額の合計額　 5,521,776,959 円

４．徴収不能引当金の合計額　　    435,330 円

５．担保に供されている資産の種類及び額　  

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土地 西宮市木津山町25番1         6,522㎡ 205,713,920 円

土地 神戸市灘区青谷町2丁目2-1         2,271㎡ 23,962,197 円

建物 西宮市木津山町25番地1         1,380㎡   532,978,821 円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額　    　422,740,000 円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　(１）有価証券の時価情報

①　総括表 （単位　円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

493,000,000 498,762,000 5,762,000

(493,000,000) (498,762,000) (5,762,000)

3,398,778,000 3,141,887,000 △ 256,891,000

(3,398,778,000) (3,141,887,000) (△ 256,891,000)

3,891,778,000 3,640,649,000 △ 251,129,000

(3,891,778,000) (3,640,649,000) (△ 251,129,000)

0

3,891,778,000

退職給与引当金は、退職金の支給に備えるため、次のとおり計上している。

有価証券合計

当年度（令和7年3月31日）

大学以外の教職員については、期末要支給額474,270,136円が公益財団法人兵庫県私立学校教職員退
職金財団及び公益財団法人兵庫県私立幼稚園教職員退職基金財団からの交付金と同額であるため、退
職給与引当金を計上していないが、大学から配置転換となって大学以外の部門に異動した教職員の大
学在職中の期間にかかる退職金要支給額1,674,100円は、異動先部門において退職給与引当金として
計上している。

種類

時価のない有価証券

未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

合　　　　計

（うち満期保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

大学の教職員については、大学の募集停止による私立大学退職金財団脱退後の期末要支給額
171,681,672円を計上している。

（うち満期保有目的の債券）

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

（うち満期保有目的の債券）



②　明細表 （単位　円）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

3,891,778,000 3,640,649,000 △ 251,129,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

3,891,778,000 3,640,649,000 △ 251,129,000

0

3,891,778,000

　(２）所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リースは次のとおり

である。

①　平成21年4月1日以降に開始したリース取引 （単位　円）

リース料総額 未経過リース料期末残高

87,297,602 29,635,980

13,314,048 6,729,151

②　平成21年3月31日以前に開始したリース取引

　該当なし。

　投資信託

合　　　　計

時価のない有価証券

有価証券合計

リース物件の種類

　貸付信託

種類
当年度（令和7年3月31日）

　債券

　株式

教育研究用機器備品

管理用機器備品


